
 

1/1 

ＩＰ通信網サービス契約約款（ＯＣＮ） 共通編 【現改比較表】 2024年10月25日現在 

～2024年10月31日 2024年11月1日～ 

 

目次（略） 

第１章～第 11 章（略） 

第 12 章 損害賠償 

第 44 条（略） 

目次（略） 

第１章～第 11 章（略） 

第 12 章 損害賠償 

第 44 条（略） 

（免責） 

第 45 条 当社は、ＩＰ通信網サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理又は復旧の

工事に当たって、ＩＰ通信網契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それ

がやむを得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下本条にお

いて「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用について

は負担しません。ただし、端末設備等の接続の技術的条件（以下本条において「技術的条件」といいま

す。）の規定の変更（ＩＰ通信網サービス取扱所に設置する交換設備等の変更に伴う技術的条件の規定

の適用の変更を含みます。）により、現に当社が設置する電気通信回線設備に接続されている自営端末

設備又は自営電気通信設備の改造等を要する場合は、当社は、その改造等に要する費用のうちその変更

した規定に係る部分に限り負担します。 

３ この約款に定める免責に関する事項は、この約款の準拠法で強行規定として定められる、法的に免責

又は制限できない範囲を免責することまでを目的とはしていません。そのため、準拠法の強行規定の定

めを超える免責事項がこの約款に含まれる場合には、準拠法にて許容される最大限の範囲にて当社は免

責されます。 

（免責） 

第 45 条 当社は、ＩＰ通信網サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理又は復旧の

工事に当たって、ＩＰ通信網契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それ

がやむを得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下本条にお

いて「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用について

は負担しません。ただし、端末設備等の接続の技術的条件（以下本条において「技術的条件」といいま

す。）の規定の変更（ＩＰ通信網サービス取扱所に設置する交換設備等の変更に伴う技術的条件の規定

の適用の変更を含みます。）により、現に当社が設置する電気通信回線設備に接続されている自営端末

設備又は自営電気通信設備の改造等を要する場合は、当社は、その改造等に要する費用のうちその変更

した規定に係る部分に限り負担します。 

３ 削除 

 

第 13 章～第 14 章（略） 

別記（略） 

第 13 章～第 14 章（略） 

別記（略） 

 附則（令和６年 10 月 22 日 光事推第 002437 号）  

（実施期日） 

１ この改正規定は、令和６年 11 月１日から実施します。  

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取り扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 


